
○令和２年６月に公布された都市再生特別措置法等の一部を改正する法律では、頻発・激甚化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける新規立地の抑制するものとして、開発許可制度の見直
し等がされている。（図１－９）

〇併せて、まちなかにおいて多様な人々が集い、交流することのできる空間を形成できるよう、安全で魅力的なまちづくりの推進の支援制度が設けられた。（図１－10）

図１ʷ９ 法改正の概要 図１ʷ10 創設・改正された主な制度の概要

１．集約型都市構造に関する国の動向について
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【都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 Ｒ２.6公布】1.2 近年の法改正の概要

出典：都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 概要（国土交通省）

移転計画制度の創設（都市再生特別措置法）

市町村が主体となって移転者等のコーディネートを行い、移
転に関する具体的な計画を作成し、手続きの代行等を行う新
たな制度を創設
※居住誘導区域内が対象

防災指針の作成（都市再生特別措置法）

立地適正化計画の記載事項として「防災指針」を追加し、
居住誘導区域内等で行う防災対策・安全確保策を明確化

居住環境向上用途誘導地区の創設
（都市計画法・都市再生特別措置法）
居住環境向上施設に限定して用途規制や容積率の緩和を行う一
方、それ以外の建築物については、従前どおりの規制を適用する
ことにより、居住環境向上施設を有する建築物の建築を誘導する
地域地区
※居住誘導区域内が対象

地区計画による農地の保全（都市計画法）

農と住が一体となった良好な居住環境を確保するために地区計画制度の追加
地区計画区域内の農地について、地区整備計画で地区計画農地保全条例の制限対象とすることが可能
生産緑地地区との重複指定も可能

都市計画区域

市街化区域
居住

誘導区域

都市機能
誘導区域

市街化
調整区域

特定用途誘導地区

居住環境向上用途誘導地区

居住調整地域
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【参考】
〇特定用途誘導地区（都市機能誘導区域内）
⇒指定した誘導施設に限り、容積率、建物用途の緩和を行う一方、

誘導施設以外は従来通りの規制を適用する地区
〇居住調整地域（居住誘導区域以外（調整区域除く））
⇒一定規模以上の開発行為・建築行為に対して、市街化調整区域

と同様の規制が適用される地域
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〇国は、令和３年５月、水災害に強いまちづくりを目指すため、水災害ハザード情報の充実や防災まちづくりを進める考え方・手法を示す「水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン」を作成。
〇ガイドラインでは、地域における水災害リスクを評価した上で、リスクを踏まえた防災まちづくりの方向性を検討するなどの手順・考え方が示されている。 （図１－11）

１．集約型都市構造に関する国の動向について

水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの方向性

1.3 近年の国の取組み

１．防災まちづくりに活用できる水災害に関するハザード情報の充実
より高頻度の浸水想定や河川整備前後の浸水想定等のハザード情報を新たに作成

（河川管理者等が市町村と連携して作成）

２．地域における水災害リスク評価
１に加えて、暴露及び脆弱性の情報から水災害による損失を表す地域の「水災害リスク」を評価

水災害リスク＝（ハザード×発生確率）×暴露×脆弱性 ※暴露：ハザードを被る人命、財産等

３．水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの方向性の検討
「水災害リスク」の回避を原則としつつ、地域の持続可能性やまちづくりとのバランスを考慮し、防災まちづくりの
方向性を決定

方向性：リスク軽減等の対策をしながら都市的土地利用を継続 or 都市的土地利用を回避

４．水災害リスクを軽減又は回避する対策の検討
「水災害リスク」が存在する区域のリスク軽減又は回避の対策を総合的に検討
計画的に実行するための目標設定 等

５．関係者間の連携
流域全体で安全を確保するため、流域・広域の視点から関係が連携、関係部局間の連携体制の構築

図１ʷ11 水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドラインの概要

【ガイドラインで示されている手順】

水災害リスクを評価し、そのリスクを可能な限り避けることを原則としつつ、都市の構造、歴
史的な形成過程、人口・経済・土地利用の動態等を踏まえ、地域の持続可能性やまちづくり全
体との総合的なバランスを考慮し、防災まちづくりの方向性を決定。

水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの方向性

水災害リスクが存在する区域ごとに、以下の方向性を検討。
〇都市機能上の必要性等を勘案し、水災害リスクを軽減し、又はこれ以上増加させない対策を
講じながら、都市的土地利用を継続。
〇残存する水災害リスクが大きいことが見込まれることから、都市的土地利用を回避。

出典：水災害を踏まえた防災まちづくりガイドライン 概要（国土交通省）
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〇国では、人口減少や高齢化の進行により、住民の生活に必要な生活サービスや機能が維持できなくなっている地域がある中、暮らしを守り、地域コミュニティを維持して持続可能な地域づくりを目指すための
取組として、複数の集落が散在する地域において、日常生活に不可欠な施設・機能、地域活動を行う場所として「小さな拠点」の形成を推進している。 （図１－12、図１－13）

図１ʷ12 小さな拠点とは

小学校区など、複数の集落が散在する地域（集落生活圏）において、商店、診療所など
の日常生活に不可欠な施設・機能や地域活動を行う場所を集約・確保し、周辺集落と
コミュニティバス等の交通ネットワークで結ぶことで、人々が集い、交流する機会が広
がっていく、集落地域の再生を目指す取組

小さな拠点のイメージ

図１ʷ13 立地適正化計画との関係

１．集約型都市構造に関する国の動向について

出典：地域生活を支える「小さな拠点」づくりの手引き

国では、人口減少下でも生活サービスを効率的に提供するために拠点機能をコンパクト化するとともに、中山間地域
等では「小さな拠点」の形成を推進し、高次都市機能維持に必要な概ね３０万人の圏域人口確保のためのネットワー
ク化を図ることとしている。

小さな拠点形成
による取組

図出典：国土交通省資料

【立地適正化計画の作成に関するQ&Aより】

Q：地方創生の施策（例えば「小さな拠点」の形成）との関係性は？
A：中間地域等も含めた市町村全体のまちづくりは、市町村マスタープラン等で全体像や拠点の考え方等を整理した
上で、都市部は「立地適正化計画」、中山間地域等は「地域再生土地利用計画」、それらをつなぐ交通ネットワークは
「地域公共交通網形成計画」など、計画を組み合わせて作成することで、より包括的かつ具体的な取組が可能

Q：都市計画区域外の生活拠点や市街化調整区域の生活拠点も、立地適正化計画に位置付けが可能か？
Ａ：立地適正化計画は都市計画区域内について作成、都市計画区域外の拠点は、市町村マスタープラン等を活用し

て拠点の考え方を整理することが望ましい

立地適正化計画
による拠点形成

市街地

中山間地

小さな拠点形成

【拠点形成と連携のイメージ】

小さな拠点の形成について

1.3 近年の国の取組み


